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説明内容

１ 横浜市の下水道事業概要

２ 管路ストックの現状と課題

３ 管路ストックマネジメントの推進に向けた取組み

４ 中大口径管の包括的民間委託
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●計画区域 41,835ha

合流区域 10,862ha

分流区域 30,973ha

●処理人口 3,729,646人

●下水道普及率 99.9％

●処理区：９処理区

●水再生センター：11箇所

●汚泥資源化センター

：２箇所

●ポンプ場：26箇所

●管きょ延長：約11,900km

（2018年3月時点）

 
 

町田市 

大和市 

藤沢市 

鎌倉市 

横須賀市 

川崎市 

神奈川水再生センター 

都筑水再生センター 

西部水再生センター 

栄第一水再生センター 

栄第二水再生センター 

港北水再生センター 
北部第一水再生センター 

北部第二水再生センター 
(北部汚泥資源化センター) 

中部水再生センター 

南部水再生センター 

金沢水再生センター 
(南部汚泥資源化センター) 

北部処理区 

港北処理区 

都筑処理区 

神奈川処理区 

栄処理区 

西部処理区 

金沢処理区 

南部処理区 

中部処理区 

凡    例 

   合流区域 

   分流区域 

   処理区界 

   水再生センター（11箇所） 

ポンプ場（26箇所） 

送泥管 

横浜市の下水道事業概要
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横浜市の下水道整備費と普及率
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昭和55年度～平成６年度

昭和55年から平成6年にかけて年間1,000億円を超える投資
⇒下水道普及率を向上⇔膨大な量の施設を整備
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管路ストックと老朽化の進行

現在

約3,000km 約8,300km

【布設後50年以上経過した下水道管の分布図】

約900km

10年後 20年後

下水道管11,900km、人孔53万個、取付管140万個

今後、10年後以降、急速に老朽化が進行し、20年後には、
布設後50年以上経過した管きょが全体の約70％に達する。

7



【布設後50年を経過した下水道管の延長】 （約・km）

管径800mm未満（小口径管） 約10,000km

管径800mm以上（中大口径管） 約 1,900km

管径と経過年数の内訳

管径区分 現在 10年後 20年後 総延長

累計
900
(7%)

3,000
(25%)

8,300
(70%)

11,900
(100%)

小口径管
内径800mm
未満

700 2,400 6,800 10,000

中大口径管
内径800mm
以上

200 600 1,500 1,900

（平成30年度末） 8
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破損・劣化等の下水道管に起因する道路陥没件数は増加傾向

破損 鉄筋の露出 道路陥没

【下水道管に起因する道路陥没件数の推移】

陥没件数は年々増加傾向

下水道管に起因する道路陥没
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取付管起因が多いものの、
近年は本管起因も増加。



説明内容

１ 横浜市の下水道事業概要

２ 管路ストックの現状と課題

３ 管路ストックマネジメントの推進に向けた取組み

４ 中大口径管の包括的民間委託

10



時間計
画保全

事後
保全

時間計画保全
布設後50年以上経過エリア

事後保全
全市エリア

状態監視
保全 事後

保全
時間計画

保全

全市エリア

時間計画保全から状態監視保全へ

これまで

「時間計画保全」と「事後保全」
を組合せて実施

平成30年度からからは

「状態監視保全」を中心に実施
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30年未満
約3,200km

30年以上
約1500km

小口径 中大口径
2,000km

30年未満
約500km

10年で１周

管口からの
目視点検

10年で1周

詳細調査

事
後
保
全

不具合発生確率が高まる を重点化

10,000km

時間計画保全から状態監視保全へ



巡視・点検・調査体系の整理
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分類 位置づけ
管きょ
（小口径管）

管きょ
（中大口径管）

人孔
ます
取付管

日常的

巡視
地上目視
空洞化調査

点検 地上目視 ―
地上目視
人孔内目視

地上目視

計画的

ｽｸﾘｰﾆﾝｸﾞ調査 ノズルカメラ ― ― ―

詳細調査 テレビカメラ
テレビカメラ
（自走/浮遊式等）

潜行目視
人口内目視

地上目視
取付管ｶﾒﾗ

緊急的 詳細調査 ※計画的詳細調査に同じ



小口径管の維持管理
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小口径管

• これまで実施してきた定期的な清掃に加え、ノズル

カメラによる計画的なスクリーニング調査を実施す

ることで状態を把握し、予防保全中心の維持管理を

実施

• 現在布設後30年以上経過して

いる小口径管（約6,800km）を

重点的に、平成30年度から点

検調査を年間約1,200km実施
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布設後
経過年

対象
施設

清掃・調査
実施頻度

調査手法
（清掃時実施）

調査の位置づけ 優先順位の考え方

重点
箇所

50km
半年～
3年

― ― ―

30年
以上

6800km 概ね5年 ノズルカメラ
スクリーニング

調査 各区の経過年数
区分ごとに古い
管きょを優先し

て実施
30年
未満

3400km 10年
管口からの目

視
点検

小口径管の清掃・調査計画の策定



ノズルカメラの概要
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バッテリー

タブレット

カメラ

清掃用ノズル
ホース

カメラヘッド

LEDライト

ケーブルドラム

全景 カメラ部

スクリーニング調査

給水車吸引車

スパン全体が
確認可能
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ノズルカメラによる調査状況

スクリーニング調査



ノズルカメラによる撮影映像
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スクリーニング調査



中大口径管の維持管理
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中大口径管

• これまで状態把握のための技術が確立されてお

らず、事後保全中心の維持管理を実施。

• 近年、状態把握に必要な高度な技術や、中大口

径管用のテレビカメラ等特殊な機器が開発。

• 現在布設後30年以上経過している中大口径管

（約1,500km）を重点的に、平成30年度には詳細

調査を年間約150km実施。
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中大口径管の詳細調査

10年間での調査箇所

約1,500㎞
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維持管理における取り組み状況（中大口径管）

2018(H30)～2020(R2)は個別業務で実施
2021(R3)以降は包括的民間委託で実施を予定

路線ごとに詳細調査実施年度を指定



TVカメラによる撮影映像
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スクリーニング調査



浮遊式カメラによる撮影映像
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スクリーニング調査



中大口径管における不具合事例

H30詳細調査で緊急修繕が必要と判定された箇所数：407件
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異常種別 箇所数

腐食・破損・クラック 120箇所

取付管異常 42箇所

土砂堆積 2箇所

その他本管異常（継手ズレ・浸入水・モルタル付着等） 72箇所

人孔蓋異常（地上・中間スラブ） 17箇所

インバート等洗堀 11箇所

副管異常（つまり・破損等） 18箇所

足掛金物異常（欠損・腐食） 96箇所

その他異常 29箇所

計 407箇所



中大口径管における不具合事例

管口の破損・堆積

大規模な土砂堆積腐食による鉄筋露出

取付管異常（閉塞不良）

本管 本管

人孔 取付管

不具合事例
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机上スクリーニングやスクリーニング調査、詳細調査等の

計画的業務を中心に、修繕や改築等の対象施設を選定。

状態監視保全を中心とした
計画的維持管理・改築の推進
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計画的業務



管路マネジメントサイクル
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清掃・ｽｸﾘｰﾆﾝｸﾞ調査

修 繕・改 築 計 画・設 計

清掃

ｽﾄｯｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ計画の策定
等

布設替え 管更生

下水道台帳管理ｼｽﾃﾑ

データ蓄積
データ活用

データ蓄積

小口径管用TVｶﾒﾗｽｸﾘｰﾆﾝｸﾞ調査

データ蓄積

詳細調査
中大口径管用TVｶﾒﾗ
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包括的民間委託に対する本市の考え

一連の業務を複数年度でのパッケージ化による
今まで以上の迅速かつ適切な対応

管理業務の一層の効率化

民間事業者のノウハウやアイデア・創意工夫の活用

包括的民間委託の導入

重大事故の未然防止
ストックマネジメントの推進
市民の安心・安全の確保と
安定的な下水道サービスの提供

の実現
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委託対象施設概要

市全域を南北２分割

分 割 図 北 部 南 部

処 理 区
４処理区
北部・港北・
神奈川・都筑

５処理区
中部・南部・
金沢・栄・西部

面 積 ２２，０１３ｈａ １８，０２０ｈａ

中大口径管
布設延長 １，１２９ｋｍ ９０６ｋｍ

接続するマ
ンホール数 約1.7万箇所 約1.5万箇所
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本管

※国土交通省ＨＰ掲載の図を修正

北 部 南 部

中大口径本管 237㎞ 229㎞

マンホール 3,848箇所 4,812箇所

計画的詳細調査の対象施設

対象施設図（本管・マンホール・取付管）
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①詳細調査

計画策定

設計

改築工事

維持管理データの蓄積
（下水道台帳管理システム）

中大口径管の
包括的民間委託範囲 市で実施する内容

計画清掃③緊急修繕 ②緊急清掃

④統括マネジメント

対象業務範囲

計画清掃

※詳細調査には、陳情や事故等に起因して実施する緊急的な調査も含む
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委託概要

委託件名 （仮称） ：

①横浜市中大口径下水道管路施設包括的維持管理業務委託(北部)
②横浜市中大口径下水道管路施設包括的維持管理業務委託(南部)

業務期間 ：３年間（令和3年度～令和5年度）

対象業務 ：詳細調査（計画的・緊急的）

緊急清掃
緊急修繕
統括・マネジメント

※公募型プロポーザル方式で実施
※仕様発注
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①詳細調査業務（計画的・緊急的）

テレビカメラ・目視等による調査を行い、下水道管きょの状態を把握する

以下の２種類の詳細調査を実施

計画的詳細調査：本市が策定した実施計画を踏まえ実施（年間150kmを想定）

緊急的詳細調査：陳情や事故等に起因して実施（年間20日程度を想定）

目視調査の例 テレビカメラ調査の例

対象業務
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(1) ②緊急清掃業務

詳細調査結果や、陳情・事故等
に伴い、流下機能が正常機能を有
さないと判断された場合に実施。

（年間10日程度を想定）

(2) ③緊急修繕業務

詳細調査結果や、陳情・事故等
に伴い、管きょが正常機能を有さ
ないと判断された場合に実施（開
削を伴う工事は除く）

（年間400箇所程度を想定）

②③緊急的業務（清掃・修繕）

対象業務
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対象業務

④統括マネジメント業務

統
括
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

業務間調整

関連機関調整

緊急対応提案

情報整理

維持管理・再整備
方針検討

次期包括改善提案

その他

・業務間の調整や進捗管理

・道路管理者等、関連機関との協議・調整・申請

・異常箇所の緊急対応要否および対応方法の提案

・本業務における維持管理情報のデータベース化(GIS活用等)

・今後の中大口径管の維持管理・再整備手法、体制等の検討

・次期以降の業務内容・効率的な実施体制、新技術の活用等
の提案

・業務マニュアルの作成や更新による業務従事者への指導
・業務の引継ぎ



今後のスケジュール（予定）

質
問
回
答
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プ
ロ
ポ
ー
ザ
ル
実
施
の
公
募

書
類
評
価

ヒ
ア
リ
ン
グ
評
価

優
先
交
渉
者
決
定

契
約
交
渉

業
務
実
施

12月 1月10月 1月～2月

令和２年度

提
案
書
提
出

3月
上旬

3月
中旬

令和３年度

契
約

4月



ご清聴ありがとうございました。
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